
第３章 医療環境の充実強化 
 

 
 

第１節 医療従事者の確保対策 

 

 

１ 本県における医療従事者の現状と課題 

● 医師，歯科医師，薬剤師，看護師，歯科衛生士等の医療従事者数は，全国・本県ともに増加傾向にありま

す。医療圏別の医師数についても増加傾向にあり，東日本大震災の影響で一旦減少した石巻・登米・気仙

沼医療圏においても，震災前の水準に回復しています。 
● しかしながら，人口１０万対医療従事者数では，医師，歯科医師，薬剤師，看護師，歯科衛生士ともに全

国平均よりも低い状況が続いており，また，仙台市内へ集中している状況にあります。 
● 特に，産科・小児科等の特定分野における医師不足など，地域や診療科による偏在が深刻な状況であり，

また，在宅医療・薬学的管理の推進，地域住民の健康づくり，セルフメディケーション推進の担い手とな

ることが求められている薬剤師についても，地方においては常に人材が不足している状況で，医療従事者

の確保・定着に加え，偏在解消に向けた対策が重要となっています。 
● このような中，東日本大震災からの復興及び東北地方の深刻な医師不足を解消することを目的に，東北地

方の地域医療に貢献する総合診療医等の養成に重点を置いた東北医科薬科大学医学部が平成２８  

（２０１６）年４月に開学しました。 
 

【図表５－３－１－1】医療従事者数（人口１０万対）※再掲 

区 分 医師数 歯科医師数 薬剤師数 看護師数 歯科衛生士数 
リハビリテーション専門職数 

理学療法士数 作業療法士数 言語聴覚士数 

全 国 251.7 82.4 237.4 905.5 97.6 58.5 34.6 11.9 

宮城県 242.6 82.3 229.8 821.4 79.0 41.2 26.8 9.4 

出典：「平成２８年医師・歯科医師・薬剤師調査」，「平成２８年度衛生行政報告例」（隔年報），「平成２８年病院報告」（厚

生労働省） 

 

２ 本県における医療従事者確保・定着に向けた取組 

（１）医師 
① 医師確保対策 
● 地域医療を担う中高生・医学生向け事業 

・ 地域医療を志す中高生を対象に，体験学習や病院見学など，医学部や看護師養成校への志望や進学の

動機付けを図る取組を行っています。（医師・看護職員共通） 
・ 地域医療を志す医学生を対象に，被災地等での医療体験実習や県内医療機関への訪問など，地域医療

への理解を深めるセミナー等を開催しています。 
 

 

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

● 地域住民が健康で安心して暮らせるよう，地域医療を担う医師・看護師等の医療従事者の確保及び定着を図

るとともに，医療従事者及び診療科の地域的な偏在解消に向けた取組を推進します。 
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● ドクターバンク事業 
広く全国から医師を募集し，県職員として採用の上，県内自治体病院等に派遣するもので，事業の特徴

としては，勤務期間３年を一単位としており，うち，最後の１年間は有給研修を保証するものです。 
● ドクターキューピット事業（無料職業紹介事業） 

県内自治体病院等の求人情報と，医師の求職情報を登録し，県が無料で病院紹介から勤務に至るまでの

あっせんを行う地域医療医師登録紹介事業を実施しています。 
● 自治医科大学関係事業 

全都道府県が共同で設置している「学校法人自治医科大学」（栃木県下野市）の県内出身卒業生を９年

間（義務年限），県内の医療機関に配置しています。 
● 医学生修学資金等貸付事業 

将来，県内の医療機関等に勤務しようとする医学生を対象に，修学資金を貸し付け，知事が定める指定

医療機関等において，一定期間勤務した場合には，貸付金の返済を免除することで，県内における医師の

確保と定着を図るものです。 
● 新設医学部（東北医科薬科大学医学部）との連携・支援 

将来，県内の医療機関等に勤務しようとする東北医科薬科大学医学生（修学資金Ａ方式・宮城県枠）を

対象に，県では東北医科薬科大学と連携し東北地域医療支援修学資金（宮城県／３０人）を創設し，県内

における医師の確保と定着を図るとともに，新キャンパス整備のための医学部教育研究施設建設に対し，

財政的に支援しました。 
● 特定診療科の医師育成・確保事業 

医師不足の診療科（小児科，産科・産婦人科）の医師が県外から転入し，県内医療機関で勤務する場合

に奨励金を交付する事業を実施し，県内への定着を図るほか，東北大学等における医師の育成を支援して

います。 

② 医師定着・勤務環境改善支援 

● 臨床研修医合同研修会・短期海外研修会 

県内医療機関への定着に向け，魅力ある研修環境を構築するため，県内の臨床研修医等を対象に，出身

大学や研修先病院の枠を超えて臨床研修医同士が研鑽，交流できる機会を提供する合同研修会を開催して

います。また，グローバルな視点を踏まえた地域医療に従事する研修医のキャリア形成等を支援する短期

海外研修を実施しています。 

● 専門医を目指す医師のキャリア形成支援 

修学資金貸与医師等の若手医師が地域の医療機関に勤務しながら，専門医取得などのキャリアアップが

図れるよう，個別面談等を実施し，支援しています。 

● 女性医師等就労支援事業 

女性医師の当直や休日勤務に係る代替医師の人件費相当分を補助及び復職を希望する女性医師への復職

研修に要する指導医経費の支援を行うことで，女性医師が出産から育児の期間を通じ，働きやすい勤務環

境を整備し，離職防止を図る目的として支援するものです。 

● 勤務環境改善事業（医師・看護職員共通） 

医師や看護師が健康で安心して働くことができる環境整備を促進するため，医療勤務環境改善支援セン

ターを設置し，勤務環境改善に係る周知・啓発・相談対応等の支援を行っているほか，院内保育所の整備

や運営の補助を行っています。また，医師や看護師等の業務負担を軽減する医療業務補助者の配置補助を

行っています。 

 

（２）薬剤師 

● 薬剤師確保対策事業等 

地域医療介護総合確保基金（医療分）を活用し，薬剤師確保対策事業を実施しています。 

・ 薬学生に対し，宮城県内の薬剤師が行っている業務等の魅力を広く知ってもらうパンフレットを作

成・配布し，薬剤師を目指す学生の宮城県内への就業を促進しています。また，薬学部の学生が地

域医療を学ぶ機会を提供しています。 

・ 薬剤師の復職支援のため，県薬剤師会と連携して，復職支援プログラムを整備しています。 
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（３）看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 
① 県内就業の促進 
● 看護学生修学資金貸付事業 

将来，県内の医療機関等で勤務しようとする看護学生を対象に，修学資金を貸し付け，知事が定める指

定医療機関等において，一定期間を勤務した場合には，貸付金の返還を免除することで県内における看護

職員の確保と定着を図るものです。 
● 地域医療再生基金を活用した看護職員確保に向けた取組 

・ 平成２７（２０１５）年度までに卒業予定の県内看護学生を対象に修学資金を貸与し，沿岸部の医療

機関への就業を促進しました。 
・ 沿岸部の病院の看護職員が，新人看護職の教育を目的とする講習会等に参加する際の費用の補助や，

沿岸部の病院で災害時看護活動に触れる機会を設けた看護師等養成所・学校に対する補助，代替の看

護職を新たに非常勤や短期正規雇用により確保した病院に対する経費を補助することで，沿岸部の看

護職員確保に努めました。さらに沿岸部の看護職員に対する研修体制整備として，ICT機材を購入・

設置するための費用補助を行いました。 
● 看護職員県内定着促進事業 

看護職員の県内病院への就職を促すとともに，その偏在を解消するため，看護学生・未就業看護師等病

院就職ガイダンス，病院見学ツアー，病院紹介ガイドブックの作成などを行っています。 

② 資質向上と離職防止対策 

● 各種看護職員研修事業 

新人看護職員の資質向上や離職防止を図るための研修を実施した医療機関に対して，経費の補助を行う

ほか，研修責任者研修，就労環境改善研修等を行っています。 

● 認定看護師課程派遣助成事業 

臨床現場で高い水準の看護技術を提供する「認定看護師」を確保するため，教育課程派遣に伴う費用に

ついて補助を行っています。 

● 訪問看護推進事業 

訪問看護に係る人材の確保，訪問看護の質の向上を図るため，訪問看護推進協議会の開催，訪問看護育

成研修事業や，訪問看護コールセンターの運営などを行っています。 

● 助産師資質向上事業・各種研修事業 

周産期医療体制を整備するため，助産師の偏在是正や実践能力の向上に向け，助産師の出向・受入れを

行うとともに，出向に伴い発生する費用の補助を行っています。また，新人助産師多施設合同研修事業や，

助産師人材育成・再教育研修事業を実施し，人材の育成を行っています。 

● 保健師専門技術研修事業 

新たな健康課題や，多様化・高度化する住民ニーズに対応するとともに，効果的な保健活動を展開する

ため，経験年数に応じた「階層別研修」，県保健所が地域の実情に応じて企画する「圏域研修」，全国レ

ベルで開催される研修へ派遣する「派遣研修」を実施しています。 

③ 復職支援他 

● 無料職業紹介事業 

未就業看護師等の再就業を支援するため，ナースバンク事業や潜在看護職員復職研修を実施しているほ

か，離職時の「看護師等免許保持者の届出制度」の周知や，相談支援などを実施しています。 

● 総合的な看護職員確保対策推進に向けた関係機関との協議の場の設置 

総合的な看護職員確保対策の推進を図るため，保健師，助産師，看護師の職種毎に，学識経験者及び医

療機関等の関係団体，看護系大学や看護師等の養成所の代表者等との協議の場を設けています。 
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１ 医師 

● 県では，大学・医師会・医療機関との４者で設立・運営している宮城県医師育成機構の活動を通じ，医師

が安心して地域医療に貢献できる魅力ある環境を構築し，地域医療を担う医師の確保・養成及び地域偏在

解消に向けた取組を総合的に推進します。 
● 医師を志す中高校生に対し，病院見学や医師・医学生を招いた事業を実施し，生徒の医学部への志望や進

学の動機付けを行います。 
● 東北大学や東北医科薬科大学等の医学生を対象とした県内医療機関への訪問や地域医療に従事する医師等

との意見交換会を開催することにより，地域医療への理解を深め，県内への確保・定着を図ります。 
● ドクターバンク事業や自治医科大学関係事業，医学生修学資金等貸付事業（一般枠・東北大学枠＊１）等を

実施し，地域医療に貢献する人材の確保に努めるとともに，大学等との連携の下，県内各地にバランス良

く医師を配置するよう努めます。 
● 東北メディカル・メガバンク機構（ＴｏＭＭｏ）＊２による医師派遣や健康調査は，震災により甚大な被害

を受けた沿岸部を中心に，本県の医療体制の復旧・復興に大きく貢献しています。引き続き，ＴｏＭＭｏ

クリニカルフェロー制度（若手医師がチームで研究と地域医療機関勤務を交代で行うキャリア形成システ

ム）による循環型医師派遣等により，被災地における医師の確保に努めます。 
● 若手医師が地域医療に従事しながらキャリア形成を図ることを支援するため，臨床研修に加え，平成３０

（２０１８）年度から開始される新たな専門医制度については，地域医療に考慮した研修体制の向上等に

取り組むとともに，モデル的なキャリア形成プログラム等の作成を行います。 
● 小児科医師育成事業や周産期医療医師確保・配置支援事業等を実施し，東北大学における医師不足となっ

ている診療科の医師育成を支援します。 
● 女性医師支援センターと連携し，女性医師が継続して勤務できるよう，キャリアパスの形成，復職支援体

制を推進していきます。 
● 勤務環境の改善として，医療機関が取り組む医療勤務環境マネジメントシステムの周知・啓発・導入支援

を行っていくとともに，代診医師の派遣や医療業務補助者の配置補助など，医療従事者の負担軽減に向け

た取組に努めます。 
● 臨床研修医を募集する病院の合同説明会等での県内の臨床研修病院や自治体病院を紹介するパンフレット

の配布やホームページ等での広報に加え，SNSなどの広報ツールを活用し，医学生や若手医師へのアプロ

ーチ強化に努めます。 
 

２ 歯科医師 

● 東北大学歯学部や県歯科医師会などの関係機関・団体と連携し，歯科医師の担うべき役割や勤務する場所

を含めた検討を進め，歯科医師の安定的な確保に努めます。 
● 歯科臨床研修病院に対して協力・支援を行い，研修水準の向上を図るとともに，歯科医師の資質向上を促

進します。 
 

 

 

＊1 医学生修学資金等貸付事業（東北大学枠） 

国では地域の医師確保の観点から，全国的に医学部の入学定員を暫定的に増加させています。この施策により暫定的に増加されている東北大学

医学部入学定員（３３人／年）を対象とし，大学卒業後４年間県内の医師不足地域の医療機関等で勤務することを条件に返還を免除する奨学金

（大学３年次から６年次までの４年間，月額１０万円，卒業まで４８０万円貸与）。入学定員増のうち，平成２９（２０１７）年度で暫定措置

が終了する入学定員（５人／年）について平成３１（２０１９）年度まで延長するため，当該奨学金についても入学定員（５人／年）分を延長

しています。 

＊2 東北メディカル・メガバンク機構 

東北大学が，医療情報とゲノム情報を複合させたバイオバンクの構築，被災地域の医療支援，医療系高度職業人の養成等に取り組むことを目的

に，平成２４（２０１２）年２月に設立しました。 

施策の方向 
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３ 薬剤師 

● 薬剤師の安定的な確保に関し，東北大学薬学部や東北医科薬科大学等，関係機関との協力関係を構築する

とともに，薬剤師会等の関係団体と連携を強化します。 
● 県及び県薬剤師会は，病院や薬局実務における実習への支援を行います。 
● 薬剤師会等の関係団体が主催する各種研修等に協力し，薬剤師の資質向上を促進します。 
● 薬学生に対し，宮城県内の薬剤師が行っている業務等の体験，紹介等により，地域医療を学ぶ機会を提供

し，就業選択の動機付けを行い，薬剤師地域偏在の解消を促進します。 
● 薬剤師過疎地域において，中学生・高校生を対象に，薬学部の紹介，薬剤師業務の現場体験等の事業によ

り，薬学への進路選択を考える機会をつくり，地元出身の薬剤師数の増加と地元への就業促進につなげま

す。 
● 資格を持ちながら未就業状態にある薬剤師の能力活用を図るため，県薬剤師会において整備している，復

職支援プログラムの運用を支援します。 
 

４ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

● 看護系大学（東北大学医学部保健学科，宮城大学看護学群，東北福祉大学健康科学部，東北文化学園大学

医療福祉学部）や看護師等養成所と連携し，看護職員の安定的な確保に努めます。 
● 学識経験者，県医師会，県看護協会，看護師等養成所，病院協会等関係機関等と，看護職員確保に向けた

現行事業の効果検証を行うとともに，新たな取組を推進します。 
● 看護学生を対象とする「看護学生修学資金貸付事業」や「看護学生・未就業看護等県内病院就職ガイダン

ス」などを実施し，看護職員の県内定着を促進し，地域偏在の解消に努めます。 
● 看護職員の離職防止のため，子育てをしながら安心して勤務できる短時間勤務制度の導入や，院内保育所

の整備や運営の支援，医療業務補助者の配置補助など，勤務環境の改善を推進します。 
● 未就業看護師等の再就業を支援するため，ナースバンク事業（無料職業紹介）の充実や，離職時の「看護

師等免許保持者の届出制度」の周知に努めます。 
● 新人看護職員や復職する看護師等の院内研修体制を推進します。 
● 認定看護師の資格取得など，看護職員がキャリアアップできる体制の充実に努めます。 
● 在宅医療や訪問看護の推進を図るため，看護師特定行為研修を受講する看護師に対する支援を行います。 

● 様々な健康課題や，住民のニーズに対応できる保健師を育成するための「保健師専門技術研修」や，助産

師の実践能力の向上を目的とした各種研修事業等を推進します。 
 

５ リハビリテーション専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士） 

● 関係養成機関と連携し，養成・県内定着，地域偏在解消を促進します。 
● 研修会の実施等により，資質向上を図ります。 

 

６ 歯科衛生士・歯科技工士 

● 関係養成機関と連携し，歯科衛生士，歯科技工士の養成・確保に努めます。 
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指  標 現  況 2023年度末 出  典 

医師数（人口10万対） 
242.6 

（全国251.7） 
全国平均 

「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

（厚生労働省） 

歯科医師数（人口10万対） 
82.3 

（全国82.4） 
全国平均 

「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

（厚生労働省） 

薬剤師数（人口10万対） 
229.8 

（全国237.4） 
全国平均 

「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

（厚生労働省） 

看護師数（人口10万対） 
821.4 

（全国905.5） 
全国平均 

「平成28年度衛生行政報告例」（厚生労働

省） 

歯科衛生士数（人口10万

対） 

79.0 

（全国97.6） 
全国平均 

「平成28年度衛生行政報告例」（厚生労働

省） 

理学療法士数（病院勤務）

（人口10万対） 

41.2 

（全国58.5） 
全国平均 「平成28年病院報告」（厚生労働省） 

作業療法士数（病院勤務）

（人口10万対） 

26.8 

（全国34.6） 
全国平均 「平成28年病院報告」（厚生労働省） 

言語聴覚士数（病院勤務）

（人口10万対） 

9.4 

（全国11.9） 
全国平均 「平成28年病院報告」（厚生労働省） 

 
 

 

 

＜東北医科薬科大学医学部の新設について＞ 

 

数値目標 

平成２８（２０１６）年４月，仙台市の東北薬科大学に医学部が

新設され，新たに「東北医科薬科大学」が開学しました。医学部新

設は，国内で約３７年ぶりとなります。 

東北地方では，震災以前から医師不足の状況にありましたが，震

災後は特にその傾向が顕著になり，抜本的な医師確保対策が急務と

なりました。このため，県では国に対して東北地方への医学部新設

を要望し，「創造的復興」の象徴にもなる事業として取組を進めま

した。 

東北医科薬科大学では，参加型臨床実習などの特色のあるカリキ

ュラムを通じて，地域医療の多様なニーズに対応できる総合診療医

を養成します。 

また，卒業後に知事が指定する県内の医療機関などに１０年間勤

務すると返還が免除される「東北地域医療支援修学資金（宮城県）

※」を設けています。 

全国から優秀な医学生が集まり，震災からの復興と東北地方の地

域医療の充実に貢献することが期待されています。 

 

東北医科薬科大学 小松島キャンパス 
 

 

東北医科薬科大学 福室キャンパス（一部建設中） 
 

※クウェート国からの宮城県に対する支援金「クウェート国友好医学生修学基金」を原資としています。 
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第２節 医療福祉情報化の推進 

 

 

 

 

１ 国のICT政策の動向と宮城県の状況（医療福祉情報ネットワークの整備） 

● ICT（情報通信技術）は，日進月歩で発展しており，社会経済活動における高度化・効率化をもたらすの

みではなく，私たちの普段の生活においてもパソコンやスマートフォンの普及など，多様なライフスタイ

ルや利便性の向上に寄与しています。 
● 国においては，平成１３（２００１）年に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）を

設置して以来，高度なIT利活用社会の実現に向けた議論を続けており，医療等分野においても，ICTが課

題解決のためのツールとして，より質の高いサービス提供の実現に資することができるものと期待されて

います。 
● 県では，平成２３（２０１１）年３月１１日に発生した東日本大震災によって，多くの医療機関が壊滅的

な被害を受けました。特に沿岸部の医療機関では，津波で貴重な診療情報が流出したことにより，多くの

入院・外来患者に対する早期かつ適切な医療の提供が困難な状況になりました。そのため，医療福祉環境

の復興に当たっては，建物などのハード面に加えて，情報ネットワークを構築し，災害に強い情報バック

アップを行うとともに，情報共有により医療福祉環境の改善を図るため，医療福祉情報ネットワークシス

テム「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の整備が進められました。 
 

２ 医療福祉情報ネットワーク利用の促進を図る必要性 

● 「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」は，医療機関，薬局，介護保険施設等で情報を共有す

ることで，大規模災害時でも医療の継続が図られることはもちろんですが，緊密な連携を図り，診療の質

的向上，患者の負担軽減，医療費適正化の推進，医師不足・偏在の補完，地域包括ケア体制の推進等を支

援する機能として期待されます。本ネットワークは多くの医療機関，薬局，介護保険施設等や患者の参加

によって，より効果を発揮するものであり，引き続き，本ネットワーク利用を促進していく必要がありま

す。 
 

３ 医療福祉情報ネットワークの取組 

（１）医療福祉情報ネットワーク導入のメリット 
● 「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」は，医療・介護サービスの質の向上と効率化を実現す

る上で大きな可能性をもつツールの一つです。医療機関，薬局，介護保険施設等においては，検査結果や

処方内容，治療経過や介護状況などの情報を共有できることから，より質の高い医療・介護サービスが可

能となり，患者は，問診等の一部省略による診療時間が短縮されるなどの負担が軽減されます。 
 

（２）医療福祉情報ネットワーク構築の経緯と整備状況 
● 東日本大震災を契機に，ICTを活用した医療福祉のネットワーク構築の認識・機運が高まり，県医師会や

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

● 効率的かつ効果的な医療・介護サービスの展開を目指し，ICT（情報通信技術）を活用した医療福祉情報ネ

ットワーク利用の普及を促進します。 
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東北大学，地域の医療関係者等による「みやぎ医療福祉情報ネットワーク協議会」が設立され，平成２４

（２０１２）年６月に一般社団法人化され，具体的なシステム構築の検討が進められました。 
「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」は，石巻・気仙沼圏域において平成２５ 

（２０１３）年７月より運用開始されたのをはじめとして，平成２４（２０１２）年度から平成２６ 

（２０１４）年度にかけて県内全域でのシステム構築が完了し，平成２７（２０１５）年４月より県内全

域で運用を開始しています。 

 

＜主な経緯＞ 

平成２３（２０１１）年度 みやぎ医療福祉情報ネットワーク協議会設立  

→ H24（２０１２）.6 一般社団法人化 

平成２４（２０１２）年度 システム構築【石巻・気仙沼圏域】  

→ H2５（２０１３）.７ 運用開始 

平成２５（２０１３）年度 システム構築【仙台圏域】  

→ H2６（２０１４）.４ 運用開始 

平成２６（２０１４）年度 システム構築【仙南・大崎・栗原・登米圏域】 

→ H2７（２０１５）.４ 運用開始 

 

● 県内全域での運用開始後も同協議会では，「画像連携システム」（情報提供に同意した患者の診療画像の

共有等により，適切な医療提供を図る）をはじめ，必要なシステム機能の整備に取り組んでいます。 

         

    

 

 

 

● 医療福祉情報化は更なる良質な医療・介護サービスの提供につながることが期待されることから，県は

「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の運営団体である一般社団法人「みやぎ医療福祉情報

ネットワーク協議会」と連携して，より多くの医療機関，薬局，介護保険施設等及び患者の本ネットワー

ク利用を促進していきます。 
 

 

 

 

 

施策の方向 
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指  標 現  況 2020年度末 出  典 

みやぎ医療福祉情報ネッ

トワーク（MMWIN）の

利用登録患者数 

43,850人 145,000人 
「クラウド型ＥＨＲ高度化事業基準」

（総務省）参考 

     ※県人口や参加施設数，新たな国の基準等の情勢を踏まえて，中間年次に改めて目標指標を設定する予定です。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

数値目標 

＜みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）について＞ 

 
■ みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）とは 

 
「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN(エムエムウィン)）」とは「良質な医療・介護サ

ービスが適切に提供される体制を確立し，県民の安心と信頼を確保するため」に構築した医療福祉

情報ネットワークです。医療・介護サービスの質の向上と効率化を実現するため活用されることが

期待されています。 

 宮城県内の医療機関，薬局，介護保険施設等などで扱われる診療情報や介護情報などを電子化

し，遠隔保存・共有することで, 安全で質の高い医療や介護サービスを県民に提供するためのシス

テムです。 

  

■ みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）患者加入のメリット 

 
・災害など，万が一カルテが消失した場合でも遠隔保存した情報があるので安心です。 

・他の病院や診療所で受診した検査結果や処方内容がわかります。 

・入院中も情報が見られますので,いつでもかかりつけ医が見守ってくれます。 

・過去の薬の処方歴やアレルギーを薬剤師に把握してもらえます。 

・施設に入所中，病院などで診療が必要になった場合でも，生活や日常ケアの情報が正確に伝わり

ます。 
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第３節 医薬品提供体制 

 
 

 

 

１ 薬局の機能 

（１）薬局と医療機関との連携 
● 医薬分業とは，医師と薬剤師がそれぞれの専門分野で業務を分担し，医療の質的向上を図るものであり，

医師が患者に処方せんを交付し，薬局の薬剤師がその処方せんに基づき調剤を行うことで，有効かつ安全

な薬物療法の提供に資するものです。 
● 本県の薬局数＊２は平成２９（２０１７）年３月３１日現在で１，１４２施設であり，医薬分業率は平成 

２８（２０１６）年度で８１．５％に達していますが，患者の服薬情報の一元的管理など薬局に求められ

る機能が必ずしも発揮できていないとされており，今後は，薬局機能の強化等，質的な充実を図ることが

必要です。 
● 薬局の薬剤師は，患者の状態や服用薬に関する情報等を一元的・継続的に把握し，処方内容をチェックす

ることにより，重複投薬，相互作用の有無の確認や，副作用，期待される効果の継続的な確認を行い，薬

物療法の安全性，有効性を向上させます。 
● 薬の効果，副作用，用法等について薬剤師が説明することにより服薬コンプライアンス＊3の向上が期待で

きます。 
● 処方内容のチェックにより，薬学的専門性の観点から，服薬情報，副作用等の情報に関する処方医へのフ

ィードバックを行うほか，残薬管理や処方変更の提案等を通じて，医療機関との連携を強化し，地域の医

療提供体制に，より貢献することが期待されています。 
● 要指導医薬品や健康食品等の購入目的で来局した利用者からの相談はもとより，地域住民からの健康に関

する相談に適切に対応し，必要に応じ医療機関への受診や検診の受診勧奨を行うことや地域の社会資源に

関する情報を十分把握し，地域包括ケアの一翼を担う多職種との連携体制の構築が必要となります。 

 

（２）かかりつけ薬剤師・薬局 

● 平成２７（２０１５）年１０月に厚生労働省が策定した「患者のための薬局ビジョン」において，かかり

つけ薬剤師・薬局は，地域における必要な医薬品の供給拠点であると同時に，医薬品・薬物治療等に関し

て，安心して相談できる身近な存在であることが求められ，かかりつけ医との連携の上で，地域における

総合的な医療・介護サービス（地域包括ケア）を提供する一員として，患者毎に最適な薬学的管理・指導

を行うことが必要であるとされています。 

 

 

 

 

＊１ 「自分自身の健康に責任 を持ち，軽度な身体の不調は自分で手当てすること」と世界保健機構（WHO）は定義しています。 

＊２ 病院，診療所など医療機関内に設置された薬局と呼ばれる施設は，法的には調剤所といい，薬局数には含まれません。 

＊３ 服薬コンプライアンスとは，医薬品の服用法が規則正しく守られていることです。 

【目指すべき方向性】 

● 医薬分業を推進し，かかりつけ薬剤師・薬局として，より安全で効率的な薬局機能の充実を図り，県民の

セルフメディケーション＊１を支援します。 

● 地域包括ケアを担う一員である薬局の，在宅医療への参画を促進します。 

● 災害時及び緊急時の円滑な医薬品供給体制を構築します。 

現状と課題 
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● かかりつけ薬剤師・薬局には，調剤業務や服薬情報の管理など薬局内の業務だけではなく，多職種と連携

し，在宅での服薬指導やアウトリーチ型の健康サポートなど，薬局以外の場所での業務を求められていま

す。 

● 医薬品には，医師，歯科医師が処方する医療用医薬品と，薬局やドラッグストア等で販売されている一般

用医薬品（OTC医薬品）があります。OTC医薬品については，薬剤師又は登録販売者から提供された情

報に基づき，患者自らが選択し使用するものとされました。OTC医薬品の供給に当たっては，従来以上

に患者への適切な情報提供による安全性・有効性の確保が求められることになります。これらを含めた服

薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく適切な薬学的管理・指導を行うことにより，薬局等の医薬

品販売業者によるセルフメディケーション支援がますます必要となっています。 

● 薬局等で配布している「お薬手帳」には，患者が調剤された薬剤や購入した一般用医薬品の履歴等が，一

冊の手帳に記載されることから，服薬の状況等の情報の共有・伝達の手段として患者，医療機関，薬局の

各々にとって有用であり，「ひとり１冊のお薬手帳」の普及活用を図る必要があります。 

● 夜間・休日であっても，薬の副作用や飲み間違い等に関する電話相談のニーズが高いことから，随時電話

相談等が行えるよう体制を整備する必要があります。 

● 休日に調剤が必要になった場合には，医師会等による休日当番医制度と連動する形で，当番医近くの薬局

などが対応しています。また，平日の夜間については，仙台，名取，塩釜及び石巻の各市で開設する急患

センターが診療を行っており，各地区の薬剤師会から要請を受けた薬局の薬剤師も急患センター内におい

て調剤業務を担っています。 

● 県は，患者が利用する薬局を容易に選択できるように，宮城県薬局検索システム「ミヤギ薬局けんさく」

をホームページ上に運用し，各薬局の機能に関する情報を提供しています。 

 

（３）在宅医療 

● 在宅医療については，病院，診療所等の医療機関のほか関係する多職種との密接な連携により行う必要が

ありますが，参画している薬局，薬剤師はまだ多くなく，その対応は充分とはいえません。 

● 在宅患者への対応としては，入院から外来，施設から在宅への流れがあります。切れ目のない医療を提供

するため，病院薬剤部と薬局が連携した薬学的管理体制を構築する必要があります。 

● 平成２９（２０１７）年７月１日現在，在宅患者訪問薬剤指導を行う旨を届け出た薬局は，県内全保険薬

局の６６．２％（保険薬局＊１１，１１８件，届出薬局件数７４０件）ですが，その内訪問薬剤指導算定

実績がある薬局（在宅患者調剤加算届出薬局数２０９件）は１８．７％に過ぎません。 

● がん終末期患者に対する在宅緩和ケア等において麻薬の供給を行うため，薬局は麻薬の調剤ができる麻薬

小売業免許を取得する必要があります。平成２９（２０１７）年３月末現在，県内では全薬局の６５．７

 ％がこの許可を取得しており，徐々にその割合は増えつつあります。 

● また，在宅医療においては患者への点滴等無菌製剤の供給が必要となるケースがあることから，高度な無

菌製剤処理業務を行うことができる無菌調剤室を複数の薬局で共同利用できるよう法整備がなされたとこ

ろであり，在宅医療への薬局の参画がなお一層求められています。 

 

２ 医薬品等の供給 

（１）在宅医療に係る医療・衛生材料 

● 地域包括ケアシステムの中において，薬局には，地域住民が必要とする医薬品を供給していくことに加え，

在宅医療で必要となる医療材料や衛生材料，介護用品等について利用者が適切に選択できるよう供給機能

や助言の体制を有することが求められています。 

 

（２）災害時の医薬品供給体制 

● 大規模地震等の災害に備え，県は，「災害時医薬品供給マニュアル」を作成している他，災害発生後３日

間に必要とされる医薬品等については，宮城県医薬品卸組合と協定を結び，８４品目の医薬品等を県内 

３１ヶ所の卸売業者の店舗に備蓄を行っています。 

 

 

＊１ 保険薬局とは，薬局の中でも，特に健康保険等の保険を使って調剤（保険調剤）することができる薬局のことをいいます。 
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● 被災地への薬剤師班の派遣，救援医薬品の仕分け等については県薬剤師会及び県病院薬剤師会と，医療ガ

スの供給については日本産業・医療ガス協会東北地区本部と，医療機器の供給・修理については東北医療

機器協会宮城県支部と協定を締結しています。 

● 災害に備え，各団体で各自のマニュアルを見直すとともに，県との協定内容についても必要に応じて見直

しを行う必要があります。 

 

（３）緊急時医薬品 

● 宮城県では，緊急を要し，かつ早急に確保することが困難なワクチン等の医薬品について，県で購入し宮

城県医薬品卸組合に保管及び供給を委託しています。医療機関から必要とする緊急医薬品の供給願が薬務

課に提出されれば，医薬品卸組合に依頼し，医薬品卸組合から医療機関へ医薬品を供給します。また，国

において備蓄している医薬品についても併せて供給に必要な手続き等を行い，周知を図っています。宮城

県及び国で備蓄している医薬品は次のとおりです。 

 

【図表５－３－３－１】県・国の備蓄医薬品 

県備蓄医薬品 国備蓄医薬品 

乾燥抗破傷風ヒト免疫グロブリン ガスえそウマ抗毒素 

 ）型F,E,B,A（素毒抗マウスヌリツボ燥乾 素毒抗マウしむま燥乾

 ）型E（素毒抗マウスヌリツボ燥乾 注静ムパ

 ンチクワ病犬狂化性活不養培織組燥乾 注筋ルバ

 素毒抗マウアリテフジ燥乾 液注静ルーソキトデ

 

３ 医薬品の正しい知識の普及 

● 医薬品の効能・効果とともに，副作用を併せ持つ医薬品の特性や服薬方法，服薬時の注意事項などの正し

い使用方法について，広く普及啓発していく必要があります。 
● 県は，毎年１０月の「薬と健康の週間」に「薬と健康のつどい」等，各種イベントを利用して，県薬剤師

会と協力し，県民に対する医薬品の正しい知識の普及に努めています。また，薬務課のホームページで医

薬品に関する情報を提供しています。 
● 県薬剤師会の薬事情報センターが開設している「くすりの相談室」では，県民からの相談を受け付け，薬

事全般にわたる情報を的確に提供することを通じ，正しい知識の普及に努めています。 
● 国が使用促進に努めている後発医薬品（いわゆるジェネリック医薬品）については，国の医療制度，後発

医薬品メーカーにおける品質や流通，薬局における後発医薬品の供給体制が日々改善されており，年々，

後発医薬品割合は増加傾向にあります。しかしながら，医療従事者や患者等の不安が完全に払拭されてい

るとは言い難い状況です。こういった不安に対し，医療従事者や患者等が安心して使用することができる

よう，県は，その信頼性を高め，使用促進を推進していく必要があります。 
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１ 薬局の機能の強化 

（１）医療機関との連携強化 
● さらなる医薬分業を推進し，より安全で効率的な薬局の業務の推進を支援するため，県は，薬局が持つ機

能が充分に発揮されることにより，薬を使った治療の有効性・安全性が向上することを患者や医療関係者

に周知していきます。 
● かかりつけ薬局と医療機関の薬剤部門との連携（薬薬連携）によって，相互に患者の薬歴等の情報を共有

する体制の整備を支援していきます。 
● 薬剤師会及び各薬局は，医師会等の関係団体や病院・診療所に対し，薬局が持つ機能について説明し，理

解を求めていきます。 
 

（２）かかりつけ薬剤師・薬局の育成・定着 

● 県では，薬剤師会等の関係団体と連携し，患者，県民に対し，医薬分業の意義やそのメリットを享受する

ためにかかりつけ薬剤師・薬局が必要である旨を積極的に周知するとともに，関係団体が実施する薬剤師

対象の研修事業等を支援していきます。 

● かかりつけ薬剤師・薬局が，お薬手帳，医療福祉情報ネットワーク等を活用して，当該患者が罹っている

全ての医療機関を把握し，服薬情報を一元的・継続的に把握するとともに，それに基づき適切に薬学的管

理・指導を行っていくための体制整備を支援していきます。 

● かかりつけ薬剤師・薬局が，一般用医薬品等の購入目的で来局した利用者からの健康に関する相談に適切

に対応し，必要に応じ医療機関への受診や，検診の受診勧奨等を行う他，地域包括ケアシステムの一員と

して多職種と連携する体制の構築に努めます。 

● 薬局又は薬店における一般用医薬品の販売について，患者の相談に応じることにより，セルフメディケー

ションを支援するとともに，医薬品の適正使用を促進し，安全性の確保を図る体制を整備します。 

● お薬手帳が薬を使った治療の有効性・安全性の向上に大変有効である他，災害時や不慮の事故等の際の円

滑な診療にも有用であるという利点について，患者はもちろん医療関係者に対してもその趣旨を周知し，

活用と普及に努めます。 

● 休日・夜間における処方せん応需体制については，市町村及び医師会等の関係者と協議し，地域の実情に

応じた体制を整備します。 

● 薬局や医薬品販売業者等において，適切な薬剤管理指導等を行うことにより，医薬品の適正使用を促進す

るとともに，安全性の確保を図ります。 

 

（３）在宅医療への参画 

● 患者の居宅で薬局が行うべき薬学的管理及び指導について，薬剤師会は研修等を通して薬局薬剤師の資質

向上に努めます。 

● 地域包括ケアの一環として，在宅患者の適切な服薬管理等を推進するため，医師会等の関係団体や病院・

診療所，そのほか関係する多職種と連携し，薬局が在宅医療へ参画できるよう体制を整備します。 

● 医療保険制度においても，在宅で使用する医療材料や衛生材料を，処方せんにより薬局から供給すること

を前提とした仕組みが整えられてきています。薬局・薬剤師が，これらに関する知識の習得ができるよう

な機会を提供し，薬局が在宅医療へさらに参画できるよう体制を整備します。 

● 麻薬小売業免許の取得を指導することにより，がん患者や慢性疼痛の患者への麻薬の適正な使用を推進し

ます。また，麻薬適正使用研修会等を通じ，事故防止に努めます。 

● 無菌調剤室等を持つ薬局を指導することにより，より安全で適正な無菌調剤体制を支援します。 

 

 

 

 

施策の方向 
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２ 医薬品等の供給の整備 

（１）在宅医療に係る医療・衛生材料 
● 薬局が，在宅医療における医療・衛生材料等の供給拠点としての役割を担うことができる体制を整備して

いきます。 
 

（２）災害時の医薬品供給 

● 県は，災害時における医薬品等の供給が円滑に行われるように，定期的に協定締結団体と連絡調整会議等

を開催し，情報連絡網の確認と災害時医薬品供給に関する情報交換を行います。 

● 協定締結団体に対し緊急車両事前届出書を発行し，災害時に緊急車両証明書が速やかに発行されるように

備えます。 

● 県薬剤師会では，東日本大震災後の支援活動を教訓に，次代に向けた災害時支援活動強化策としてライフ

ライン喪失下の被災地でも，散剤・水剤をはじめ各種医薬品を供給する機動力，電力，調剤用水を有する

自立自動型の医薬品供給ユニットであるMobile Pharmacy（モバイル・ファーマシー（MP））を活用

し，MPを中心とした災害時の支援活動を強化します。 

 

（３）緊急時医薬品 

● 県では，備蓄医薬品の適正な品目・量について，必要に応じ見直しを行っていきます。 

 

３ 医薬品の正しい知識の普及 

● 医薬品等の正しい知識の普及啓発については，従来から実施している「薬と健康の週間」，「くすりの相

談室」等の事業を継続するとともに，各関係団体は出前講座，店頭での情報提供方法等を検討し，効果的

な普及啓発に努めます。 
● 後発医薬品に対する信頼性を確保し普及を図るため，先発医薬品との同等性など品質等に関する情報を，

県のホームページ等を活用して県民及び医療関係者に提供するように努め，使用促進を推進します。 
 

 

 

指  標 現  況 2023年度末 出   典 

かかりつけ薬局の割合 38.6% 50%以上 

「かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬

剤師包括管理料届出」（平成29（2017）

年7現在）（東北厚生局）※届出薬局数／全

薬局数 

※2019年度以降は，薬局機能情報届出件数

により把握予定 

 

数値目標 
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＜OTC医薬品※について＞ 

※OTC医薬品：Over the Counter Drugのことで，処方箋がなくても薬局等の店頭で入手できる医薬品のこと 

 

● 要指導医薬品 

一般用医薬品として承認されたもののうち，その適正な使用のために薬剤師の対面による情報の提供及び

薬学的知見に基づく指導が行われることが必要なものとして指定された医薬品のことです。 

 

● 一般用医薬品 

・ 第１類医薬品 

副作用等により日常生活に支障をきたす程度の健康被害が生ずる恐れがある医薬品のうち，その使

用に関し特に注意が必要なものとして厚生労働大臣が指定するもの 

新一般用医薬品として承認を受けてから厚生労働省令で定める期間を経過しないもの 

・ 指定第２類医薬品 

第２類医薬品のうち，特別の注意を要するものとして厚生労働大臣が指定するもの。 

（情報を提供するための設備から７ｍ以内の範囲に陳列するなどの措置をとる） 

・ 第２類医薬品 

その副作用等により日常生活に支障をきたす程度の健康被害を生ずるおそれがある医薬品であって

厚生労働大臣が指定するもの ※第１類医薬品を除く（まれに入院相当以上の健康被害が生じる可能

性がある成分を含むもの） 

・ 第３類医薬品 

第１類医薬品や第2類医薬品に相当するもの以外の一般用医薬品。（日常生活に支障をきたす程度

ではないが，身体の変調・不調が起こるおそれがあるもの） 
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第４節 血液確保及び臓器移植等対策 

 
 

 

 

１ 血液の確保 

● 本県の献血者数の変化を見ると平成２４（２０１２）年度には９２，６７９人の献血協力が得られたのに

対し，平成２８（２０１６）年度は，８５，８０１人という結果となりました。全国的に見ると平成２８

（２０１６）年度の本県の献血率（総献血者数／人口）は３．６８％と全国２９位で全国平均を若干下回

っており，献血者の減少は深刻なものがあります。 
● 国立社会保障・人口問題研究所による宮城県の将来推計人口によると，平成２７（２０１５）年には１５

歳から６４歳が占める年齢別人口比率は６１．８％，６５歳以上では２５．７％で，その構成比率は約 

２．４対１となっています。しかしながら，血液供給年齢の人口は年々減少し，逆に６５歳以上の人口が

上昇していく結果，１０年後の２０２５年の推計では，１５歳から６４歳が占める人口比率は５８．４％，

６５歳以上では３０．７％でその構成比率は約１．９対１になると予測され，血液不足は，今後深刻な問

題となることが予想されます。このような状況の下，将来の安定した血液製剤を供給するため，１０～３

０代の献血者の確保が重要な課題となっています。 
● ところが，本県の１０～３０代の献血者の減少は深刻で，特に高校生の献血者については，平成１９ 

（２００７）年度には高校生全体の６．０％を占めていましたが，以降減少傾向が見られ，平成２８ 

（２０１６）年度には４．３％まで落ち込んでいます。平成２８（２０１６）年度は宮城県赤十字血液セ

ンターでは宮城県内９５の高校のうち３６校に献血バスを配車し，献血を呼びかけていますが，高校生献

血は減少する一方です。 
● 日本赤十字社では，全国を7ブロックに分けた広域事業運営体制を行っており，献血していただいた血液

は，仙台市にある東北ブロック血液センターで検査，製剤化及び供給が行われています。 
 

【図表５－３－４－１】年度別献血者数の推移 
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【目指すべき方向性】 

● 平成２６（２０１４）年に厚生労働省が設定した「献血推進２０２０」に基づき，若年層の献血者数の増

加，安定的な集団献血の確保，複数回献血の増加を目指します。 

● 宮城県合同輸血療法委員会の活動を通して，血液製剤の適正使用を促進します。 

● 臓器移植普及推進街頭キャンペーンの開催や資材等の作成・配布を行い，臓器移植について県民の理解を

深める機会を設け，臓器提供の可否や治療選択の判断の一助となるよう普及啓発を行います。 

現状と課題 
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２ 宮城県における血液製剤の使用量 

● 平成２７（２０１５）年度の宮城県の医療機関における１病床当たりの血液製剤の使用量は，血小板（全

国３４位），血漿製剤（全国２７位），アルブミン製剤（全国３４位）となっており，血液製剤の適正使

用が図られています。今後も，医療機関における血液製剤の適正使用をさらに推進していきます。 
● 平成１９（２００７）年３月に，県内の医療機関，宮城県赤十字血液センター及び県をメンバーとした

「宮城県合同輸血療法委員会」を発足させました。 
● 本委員会では，医療機関ごとの血液製剤使用量を調査し，改善が不十分な施設や製剤への取組状況に係る

分析を進め，厚生労働省が策定した「輸血療法の実施に関する指針」及び｢血液製剤の使用指針｣に基づき，

平均的な血液製剤の使用量を基準とした適正使用を推進することとしています。 
 

３ 臓器移植の現状 

● 平成９（１９９７）年１０月に「臓器の移植に関する法律」（臓器移植法）が施行されたことにより，本

人の書面による意思表示があり，かつ家族が拒まない場合に，脳死した方の身体から眼球（角膜），心臓，

肺，肝臓，腎臓等の移植を行うことが制度化されました。また，平成２２（２０１０）年には，改正臓器

移植法が全面施行され，臓器提供の意思に併せて，親族へ臓器を優先的に提供する意思表示を行うことが

可能となったほか，本人の臓器提供に関する意思が不明な場合であっても，家族による承諾により脳死判

定・臓器摘出が可能となり，１５歳未満の小児からの臓器提供もできるようになりました。 
 

【図表５－３－４－２】臓器提供者数と移植実施件数（平成２８（２０１６）年３月末時点） 

 平成2７年度 累計（ ）内は脳死下 待機者数（名）

  提供者数（名） 移植実施件数（件） 提供者数（名） 移植実施件数（件） 

心臓 39 39 275 (275) 275 (275) 485 

肺 32 38 239 (239) 291 (291) 315 

肝臓 44 48 305 (305) 328 (328) 362 

腎臓 82 157 1,686 (340) 3,119 (667) 12,872 

脾臓 29 29 252 (248) 251 (248) 205 

小腸 0 0 13 (13) 13 (13) 5 

眼球（角膜） 857 1,367 17,559 (151) 28,402 (286) 1,967 

注）同時移植含む  出典：「平成2８年版 厚生労働白書」（厚生労働省） 

 

● 平成２９（２０１７）年３月３１日現在，全国で４４１例の脳死下臓器移植が実施されています。一方，

法律施行以前から実施されていた心停止後の腎臓提供件数は，近年減少傾向となっています。 
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【図表５－３－４－３】宮城県内の脳死下提供臓器移植件数 
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● 臓器移植に関して関係機関等との連絡調整及び移植医療の県民への普及啓発を図るため，本県においては

平成１０（１９９８）年度より宮城県腎臓協会（みやぎ腎バンク）に委託し，県臓器移植コーディネータ

ーを設置しています。過去5年間の県内の脳死下臓器提供件数は４件です。 
● 県内の臓器搬送に関して，日本臓器移植ネットワークから協力要請があった場合，速やかに対応できる体

制を構築するために，平成１１（１９９９）年９月１３日から「臓器移植に係る緊急搬送実施要領」を施

行しています。 
● 白血病などの血液難病に対する有効な治療法として骨髄移植がありますが，骨髄移植は患者と骨髄提供者

（ドナー） の白血球の型（ＨＬＡ型） が一致しなければ行うことができないことから，公益財団法人日

本骨髄バンクが中心となり，「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」に基づき骨髄

バンク事業を行っています。 
● 本県では，県保健所・支所等での骨髄バンク登録の実施やドナー登録の普及啓発を実施しており，平成 

２９（２０１７）年３月末現在，本県におけるドナー登録者は１６，６９１人，全国では４７０，２７０

人，本県における移植実施数は２４６例，全国では２０，５４７例となっています。 
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これまで述べた現状を踏まえ，課題を解決するには多方面の検討が必要です。 

 

１ 血液確保の推進 

● 都道府県は，「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」（血液法）に基づき，献血の推進につ

いて献血推進計画を毎年度策定し，それぞれの計画に沿って献血推進を実施することとされています。 
当県では，知事の諮問に応じ，献血に関する重要事項を審議する宮城県献血推進協議会を設置しており，

次年度の献血計画策定のための審議を行っています。 
 

（１）若年者献血の推進 

①教育関係機関との連携による高校生献血の推進 

● 平成２６（２０１４）年度に厚生労働省が設定した「献血推進２０２０」の達成目標に向けて，若年層の

献血者数の増加を図ります。 

● 教育庁と連携し，宮城県献血推進協議会の構成団体である宮城県高等学校長協会を通して，各高等学校に

献血の理解を求め，高校生献血の推進を図ります。 

②効果的なPRの実施 

● 厚生労働省が作成した献血キャラクター「けんけつちゃん」及び県が作成した「献血アニメむすび丸」を

活用した資材を作成し，県内全ての高校生に配布して啓発を図ります。 

● 献血バスの高校への配車を促進することと並行して，献血ルームの高校生向けの紹介パンフレットを作成

し，高校生献血の推進を図ることとします。 

 

（２）県民に対する献血協力の呼びかけ 

● 特に必要性の高い４００ミリリットル全血採血・成分献血の推進及び普及のため，「愛の献血助け合い運

動」，「はたちの献血」等のキャンペーン期間等に，テレビCM，ラジオ，新聞等報道機関を活用して献

血への参加を呼びかけます。 

 

２ 医療現場における血液製剤使用適正化の推進 

（１）宮城県合同輸血療法委員会の開催 

本県における医療機関の血液製剤使用実態を調査し，使用量の比較検討を行い，血液製剤を多く使用して

いる医療機関に対して改善を促します。各医療機関の輸血療法委員会の設置状況を把握し，組織的かつ効果

的な血液製剤使用適正化の取組を推進します。 

 

（２）血液製剤適正化方策調査研究事業への参加 

厚生労働省が平成１８（２００６）年度に発足させた血液製剤適正化方策調査研究事業に参加し，血液製

剤の使用に関する合同輸血療法委員会の活動を活発化させることとします。 

 

（３）国内産のアルブミン製剤の使用推進 

国内産アルブミン製剤の使用について，文書によるインフォームドコンセントの手法について検討します。 

 

 

 

 

 

 

施策の方向 

第５編　第３章　第４節　血液確保及び臓器移植等対策

206



 

３ 臓器移植の推進 

● 移植医療への理解を深める機会として，「臓器移植普及推進キャンペーン」を開催します。 

● 臓器提供協力病院の院内臓器移植コーディネーターを対象として，「院内臓器移植コーディネーター研修

会」を宮城県腎臓協会と共催で開催します。 

● 「臓器移植・さい帯血移植・骨髄移植について」リーフレット等啓発資材を作成・配布し，県民の臓器移

植への理解を深めます。 

● 公益財団法人日本骨髄バンクや宮城県赤十字血液センター，宮城骨髄バンク等の関係団体と連携を図りな

がら，骨髄ドナー登録会の開催をはじめとした，骨髄ドナー登録者増加と骨髄移植の推進のための施策を

展開していきます。 

 

 

 

指  標 現  況 2023年度末 出   典 

若年層（１０代）の献血率 6.4％ 2023年度国の目標値 

「平成28年度宮城県の献血」（平成28（2016）年3月時

点）（県保健福祉部，宮城県赤十字血液センター）， 

「献血推進2020」（厚生労働省）（2020年度 7.0%） 

若年層（2０代）の献血率 7.0％ 2023年度国の目標値 

「平成28年度宮城県の献血」（平成28（2016）年3月時

点）（県保健福祉部，宮城県赤十字血液センター）， 

「献血推進2020」（厚生労働省）（2020年度 8.1%） 

若年層（3０代）の献血率 5.7％ 2023年度国の目標値 

「平成28年度宮城県の献血」（平成28（2016）年3月時

点）（県保健福祉部，宮城県赤十字血液センター）， 

「献血推進2020」（厚生労働省）（2020年度 7.6%） 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

数値目標 
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